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第 1 章 子ども（個人）にとっての国籍と無国籍 
第 2 章 国籍法の歴史的変遷－無国籍の発生防止を中心に－ 
第 3 章 日本で生まれた子どもの国籍 
第 4 章 補充的生地主義による無国籍の発生防止 

























もっとも、判例では、国籍法第 2 条第 3 号前段にいう「父母がともに知れないとき」とは、「棄児」に
限定されないと解しており、さらには、アンデレちゃん事件最高裁判決は、「父及び母のいずれもが特
定されないとき」をいうと判示していることを明らかにしている。 
第 5 章では、第 4 章で検討した国籍法第 2 条第 3 号の｢日本で生まれた場合｣を前提に、同号前段の｢父
母がともに知れないとき｣に関する学説・判例を参考としつつ、同号後段の「父母がともに……国籍を
有しないとき」に関する学説を概観するとともに、日本で生まれた子どもが「出生の時から国籍を有し































発生パターンを鳥瞰図的に図示することもできたといえる（第 3 章）。 
もっとも、本論文が法学の学位論文であるということもあって、第 1 章から第 3 章までの検討対象の
大きさに比べると、無国籍の発生防止と解消に関する国籍法第 2 条第 3 号（日本国籍の生来取得）およ
び第 8 条第 4 号（簡易帰化による日本国籍の生後取得）の解釈・適用について分析・検討した第 4 章お
よび第 5 章は、その対象が限定的すぎるといえなくもない。しかし、「無国籍の子ども」の視点に立っ













よって著者は、博士（ 法学 ）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。 
 
 
